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  （注）1.当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。  

          2. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

     3．第34期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号  平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。     

     4.潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第34期 

第２四半期連結
累計期間 

第35期 
第２四半期連結

累計期間 
第34期 

会計期間 

自平成23年 
３月１日 

至平成23年 
８月31日 

自平成24年 
３月１日 

至平成24年 
８月31日 

自平成23年 
３月１日 

至平成24年 
２月29日 

売上高（千円）  47,497,084  49,122,191  92,627,573

経常利益（千円）  2,790,081  2,069,467  3,137,298

四半期（当期）純利益（千円）  1,731,721   856,420  1,532,987

四半期包括利益又は包括利益 

（千円） 
 1,641,191  905,217  1,238,538

純資産額（千円）  24,467,981  24,781,344  24,287,259

総資産額（千円）  65,825,459  64,551,178  59,366,351

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
91.07 44.86  80.53

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
－ －  －

自己資本比率（％）  36.8  37.9  40.6

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 5,783,305  5,785,672  6,181,868

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△6,851,186  △2,476,510  △5,062,224

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
1,764,676 507,835  △1,745,203

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 5,352,363  7,844,337  4,026,144

回次 
第34期 

第２四半期連結
会計期間 

第35期 
第２四半期連結

会計期間 

会計期間 

自平成23年 
６月１日 

至平成23年 
８月31日 

自平成24年 
６月１日 

至平成24年 
８月31日 

１株当たり四半期純利益金額

（円） 
 50.48  24.16



 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

２【事業の内容】



 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。 

  

(1) 業績の状況 

  

  当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要などを背景に緩やかに回復傾向

にあるものの、企業を取り巻く環境は、欧州政府債務危機や電力供給の制約への懸念など依然として先行きが不透

明な状況が続いております。 

 当外食業界におきましては、放射能による食品安全への不安や消費税増税の議論・電気料金値上げ問題を背景と

した消費者の節約志向の継続、顧客獲得のための企業間の競争の激化など厳しい経営環境で推移しております。 

 このような環境下、当社グループの当第２四半期連結累計期間の売上高は 百万円（前年同期比3.4％

増）、営業利益は 百万円（前年同期比26.7％減）、経常利益は 百万円（前年同期比25.8％減）、四半

期純利益は 百万円（前年同期比50.5％減）となりました。 

      

セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

〈回転寿司事業〉 

  

 回転寿司事業におきましては売上高の確保を優先課題として取り組み、また店舗作業の標準化の徹底による効率

化の向上に努めてまいりました。地域別の販促活動及び商品投入により、より地域に適した店舗作りに取り組んで

おりますが、当事業においては消費不況の影響等が大きく影響しており売上高、利益共に従来の予想数値と比較し

て未達となりました。なお、当第２四半期連結累計期間におきましては、新たに７店舗を出店する一方、２店舗を

閉鎖した結果、総店舗数は393店舗（内、営業休止２店舗）となりました。 

 海外におきましては、韓国での新規出店１店舗及び既存５店舗の売上が順調に推移しており、課題である人材育

成に注力してまいりました。今後はさらなる出店を続け事業規模の拡大に努めてまいります。 

 以上の結果、回転寿司事業の売上高は、432億６百万円（前年同期比3.1％増）、経常利益は18億48百万円（前年

同期比33.1％減）となりました。 

  

〈ベンダー事業〉 

  

 ベンダー事業におきましては、関西・中京地区を中心に新規取引先の開拓を継続し、販路の拡大に取り組んでま

いりました。 

 当第２四半期連結累計期間の売上高は59億16百万円（前年同期比6.0％増）となり、経常利益は２億28百万円

（前年同期比536.2％増）となりました。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

491億22

21億20 20億69

８億56



(2) 財政状態の分析 

  

 当第２四半期連結会計期間末における総資産は、 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 億 百万円増

加いたしました。これは主に、現金及び預金が 億 百万円増加、有価証券が 億円増加、有形固定資産が３億 百

万円増加したことによるものであります。 

 負債の部は、 百万円となり、前連結会計年度末に比べ 億 百万円増加いたしました。これは主に、長期

借入金及び１年内返済予定の長期借入金が 億 百万円増加、買掛金が 億 百万円増加、未払法人税等が 億 百

万円増加、未払費用が４億 百万円増加したことによるものであります。 

 純資産の部は、 百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億 百万円増加いたしました。これは主に、四

半期純利益計上による利益剰余金の増加８億56百万円、配当金の支払いによる利益剰余金の減少４億76百万円、自己

株式が 百万円減少したことによるものであります。 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動によるキャッシュ・

フローが 百万円の収入、投資活動によるキャッシュ・フローが 百万円の支出、財務活動によるキャッシ

ュ・フローが 百万円の収入の結果、前連結会計年度末より38億18百万円増加し、78億44百万円（前連結会計年

度末は40億26百万円）となりました。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  

 営業活動の結果得られた資金は、 百万円（前年同期は得られた資金57億83百万円）となりました。これ

は主に、税金等調整前四半期純利益 百万円、減価償却費 百万円、仕入債務の増加額 百万円等

によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  

 投資活動の結果使用した資金は 百万円（前年同期は使用した資金68億51百万円）となりました。これは

主に、定期預金の預入による支出 円、定期預金の払戻による収入 円、有価証券の取得による支出

円、有価証券の売却による収入 円、有形固定資産の取得による支出 百万円等によるものでありま

す。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  

 財務活動の結果得られた資金は 百万円（前年同期は得られた資金17億64百万円）となりました。これは

主に、長期借入れによる収入60億円、長期借入金の返済による支出 百万円、配当金の支払額 百万円

等によるものであります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間におきまして、当社グループの対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題

はありません。  

  

(5）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

645億51 51 84

23 20 20 34

397億69 46 90

13 40 14 15 10 68

74

247億81 94

72

57億85 24億76

５億７

57億85

19億16 20億48 14億15

24億76

71億 70億 65億

60億 16億50

５億７

46億59 ４億77



①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成24年10月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

  

該当事項はありません。   

  

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  50,000,000

計  50,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成24年８月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成24年10月12日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式  23,318,650 同左   
東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数 

50株  

計  23,318,650 同左   － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成24年６月１日

～平成24年８月31日 
 －  23,318,650  －  9,551,570  －  8,566,392



  
(注）１．上記のほか、自己株式が3,733千株（所有割合16.01％）あります。 

２．信託銀行等の信託業務に係る株式数については、当社として網羅的に把握することができないため、株主名

簿上の名義で所有株式数を記載しております。  

  

（６）【大株主の状況】

  平成24年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ジェム・エンタープ
ライズ 

埼玉県さいたま市大宮区桜木町４丁目307－
１ 

 4,600  19.73

株式会社Ｆ．デリカ得得 埼玉県さいたま市大宮区桜木町１丁目10－16  1,200  5.14

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11  517  2.21

株式会社三井住友銀行（カッ
パ・クリエイト従業員持株会
信託口） 

東京都千代田区丸の内１丁目１－２  471  2.02

株式会社極洋 東京都港区赤坂３丁目３－５  400  1.71

カッパ・クリエイト従業員持
株会 

埼玉県さいたま市大宮区桜木町１丁目10－16  289  1.24

資産管理サービス信託銀行株
式会社（金銭信託課税口） 

東京都中央区晴海１丁目８－12   199  0.85

みずほ信託銀行株式会社 退
職給付信託 みずほ銀行口 
再信託受託者 資産管理サー
ビス信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８－12   191  0.82

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 東京都港区浜松町２丁目11番３号  141  0.60

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口１） 

東京都中央区晴海１丁目８－11  128  0.55

計 －  8,139  34.90



①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が50株含まれております。また、「議決

権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。  

  

②【自己株式等】 

(注）１． 上記のほか、四半期連結財務諸表において自己株式として認識している当社株式が471,900株あります。 

     これは、平成21年10月に実施した株式会社三井住友銀行（カッパ・クリエイト従業員持株会信託口）（以

下「信託口」という。）への自己株式の処分について、会計処理上、当社と信託口は一体のものであると認

識し、信託口が所有する当社株式を自己株式として計上しているためであります。 

２． 平成24年９月１日から会社名を「カッパ・クリエイトホールディングス株式会社」に変更いたしました。 

  

該当事項はありません。    

（７）【議決権の状況】

  平成24年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  3,733,550 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  19,582,150  391,643 － 

単元未満株式 普通株式  2,950 － － 

発行済株式総数  23,318,650 － － 

総株主の議決権 －  391,643 － 

  平成24年８月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

カッパ・クリエイト

株式会社 

埼玉県さいたま市大

宮区桜木町一丁目10

番地16 

 3,733,550  －  3,733,550  16.01

計 －  3,733,550  －  3,733,550  16.01

２【役員の状況】



１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年６月１日から平

成24年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年３月１日から平成24年８月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。  

  

第４【経理の状況】



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年２月29日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,026,144 9,346,398

売掛金 656,412 907,501

有価証券 3,200,000 5,200,000

商品及び製品 496,794 730,185

原材料及び貯蔵品 187,547 256,846

繰延税金資産 264,601 330,496

未収入金 85,952 166,106

その他 1,336,266 1,409,311

貸倒引当金 △494 △34

流動資産合計 13,253,223 18,346,812

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 41,870,548 42,935,678

機械装置及び運搬具 3,548,678 3,804,327

工具、器具及び備品 3,878,378 3,976,700

土地 3,714,366 3,714,366

リース資産 4,057,743 4,452,405

建設仮勘定 300,618 328,977

減価償却累計額 △24,423,491 △25,930,956

有形固定資産合計 32,946,842 33,281,498

無形固定資産 260,654 266,926

投資その他の資産   

投資有価証券 576,969 499,415

繰延税金資産 715,153 733,647

敷金及び保証金 9,158,256 8,881,940

その他 2,481,824 2,560,270

貸倒引当金 △26,572 △19,332

投資その他の資産合計 12,905,631 12,655,940

固定資産合計 46,113,128 46,204,365

資産合計 59,366,351 64,551,178



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年２月29日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年８月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,037,030 4,452,236

短期借入金 2,144,763 2,144,763

1年内返済予定の長期借入金 8,146,726 9,071,892

未払金 1,069,816 1,353,598

未払費用 1,621,380 2,095,899

リース債務 732,996 807,121

未払法人税等 49,515 1,118,456

未払消費税等 373,248 325,625

賞与引当金 424,056 411,120

株主優待引当金 211,076 179,676

その他 313,607 307,894

流動負債合計 18,124,218 22,268,284

固定負債   

長期借入金 12,960,154 13,375,302

長期預り保証金 51,028 50,454

リース債務 1,730,327 1,808,756

退職給付引当金 887,145 935,124

資産除去債務 1,170,182 1,207,941

その他 156,035 123,971

固定負債合計 16,954,873 17,501,549

負債合計 35,079,092 39,769,833

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,551,570 9,551,570

資本剰余金 8,675,315 8,669,023

利益剰余金 13,911,345 14,290,896

自己株式 △7,970,867 △7,898,837

株主資本合計 24,167,364 24,612,653

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,737 △38,833

為替換算調整勘定 △94,902 △88,469

その他の包括利益累計額合計 △93,165 △127,303

新株予約権 95,465 95,465

少数株主持分 117,594 200,529

純資産合計 24,287,259 24,781,344

負債純資産合計 59,366,351 64,551,178



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成23年８月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成24年８月31日) 

売上高 47,497,084 49,122,191

売上原価 20,380,133 21,488,114

売上総利益 27,116,951 27,634,076

販売費及び一般管理費 ※1  24,222,451 ※1  25,513,090

営業利益 2,894,499 2,120,985

営業外収益   

受取利息 46,323 49,061

受取家賃 61,133 60,221

雑収入 107,309 134,082

営業外収益合計 214,766 243,365

営業外費用   

支払利息 218,706 194,182

賃貸収入原価 41,361 42,564

雑損失 59,116 58,136

営業外費用合計 319,184 294,884

経常利益 2,790,081 2,069,467

特別利益   

固定資産売却益 5,179 －

事業譲渡益 1,479,533 －

持分変動利益 43,370 －

貸倒引当金戻入額 2,619 －

移転補償金 － 33,454

その他 － 4,340

特別利益合計 1,530,702 37,795

特別損失   

固定資産除却損 98,854 48,613

店舗閉鎖損失 104,888 110,406

減損損失 ※2  168,020 ※2  32,055

災害による損失 ※3  874,159 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 363,811 －

その他 15,231 －

特別損失合計 1,624,966 191,075

税金等調整前四半期純利益 2,695,818 1,916,187

法人税、住民税及び事業税 795,880 1,040,641

法人税等調整額 242,606 △62,341

法人税等合計 1,038,487 978,300

少数株主損益調整前四半期純利益 1,657,331 937,887

少数株主利益又は少数株主損失（△） △74,390 81,466

四半期純利益 1,731,721 856,420



【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成23年８月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成24年８月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,657,331 937,887

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △25,663 △40,710

為替換算調整勘定 9,523 8,040

その他の包括利益合計 △16,139 △32,669

四半期包括利益 1,641,191 905,217

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,720,560 822,282

少数株主に係る四半期包括利益 △79,368 82,934



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成23年８月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成24年８月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,695,818 1,916,187

減価償却費 2,104,730 2,048,807

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 363,811 －

減損損失 168,020 32,055

災害損失 874,159 －

のれん償却額 7,149 8,320

持分変動損益（△は益） △43,370 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 61,967 47,979

貸倒引当金の増減額（△は減少） △419 △7,700

賞与引当金の増減額（△は減少） 14,458 △12,936

受取利息及び受取配当金 △57,645 △61,448

支払利息 218,706 194,182

有形固定資産売却損益（△は益） 8,812 －

固定資産除却損 98,854 48,613

店舗閉鎖損失 104,888 110,406

事業譲渡損益（△は益） △1,479,533 －

売上債権の増減額（△は増加） △241,143 △251,089

たな卸資産の増減額（△は増加） △68,718 △302,690

仕入債務の増減額（△は減少） 1,025,083 1,415,205

未払消費税等の増減額（△は減少） 60,493 △47,623

その他 1,011,799 854,106

小計 6,927,921 5,992,374

利息及び配当金の受取額 17,728 20,874

利息の支払額 △225,797 △192,480

リース料支払額 △60,163 △49,595

災害損失の支払額 △279,217 －

法人税等の支払額 △597,165 △88,732

法人税等の還付額 － 103,231

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,783,305 5,785,672



（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成23年８月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成24年８月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △5,200,000 △7,100,000

定期預金の払戻による収入 4,000,000 7,000,000

有価証券の取得による支出 △6,000,000 △6,500,000

有価証券の売却による収入 1,500,000 6,000,000

有形固定資産の取得による支出 △2,489,306 △1,650,063

有形固定資産の売却による収入 55,227 －

固定資産の除却による支出 △23,441 △36,257

無形固定資産の取得による支出 △13,716 △34,449

短期貸付金の増減額（△は増加） △205 △333

敷金及び保証金の差入による支出 △506,367 △142,838

敷金及び保証金の回収による収入 90,860 34,219

長期前払費用の取得による支出 △67,581 △65,923

投資有価証券の取得による支出 △191 △81

投資有価証券の売却による収入 － 19,218

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

804,978 －

事業譲渡による収入 990,110 －

その他 8,447 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,851,186 △2,476,510

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 6,700,000 6,000,000

長期借入金の返済による支出 △4,386,418 △4,659,686

少数株主からの払込みによる収入 150,600 －

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △295,163 △421,190

自己株式の処分による収入 67,506 65,738

配当金の支払額 △471,847 △477,026

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,764,676 507,835

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9,735 1,195

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 687,060 3,818,192

現金及び現金同等物の期首残高 4,421,783 4,026,144

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 243,519 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  5,352,363 ※  7,844,337



  

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成24年３月１日 
至  平成24年８月31日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

  第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成24年２月29日） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成24年８月31日） 

 偶発債務 

他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行

っております。 

Ｆ.ＴＥＣ株式会社     140,000千円  

 偶発債務 

他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行

っております。 

Ｆ.ＴＥＣ株式会社     120,000千円   



  

  

  

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年８月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年３月１日 
至 平成24年８月31日） 

※1. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

給料手当及び雑給与      10,741,829千円 

賞与引当金繰入額  367,169千円 

株主優待引当金繰入額  93,675千円 

退職給付費用  84,655千円 

※1. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

給料手当及び雑給与      11,252,655千円 

賞与引当金繰入額  371,354千円 

株主優待引当金繰入額  105,538千円 

退職給付費用  79,341千円 

※２．減損損失の内容は次のとおりです。 

  

 当社グループは、営業店舗は各店舗単位とし、賃貸用資

産及び遊休資産はそれぞれ個別の物件毎にグルーピングを

行っております。 

 当第２四半期連結累計期間において、閉店見込の資産グ

ループ及び将来における具体的な使用計画がない機械設備

他について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（ 千円）として特別損失に計上し

ております。 

 なお、当該資産の回収可能価額は使用価値によっており

ますが、将来キャッシュ・フローが見込まれないことか

ら、帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。

  

用途 種類 場所 件数 金額 

営業店舗 建物他  岐阜県他  ２件 千円94,155

遊休資産 機械設備他 － 25件 千円73,865

168,020

※２．減損損失の内容は次のとおりです。 

  

 当社グループは、営業店舗は各店舗単位とし、賃貸用資

産及び遊休資産はそれぞれ個別の物件毎にグルーピングを

行っております。 

 当第２四半期連結累計期間において、閉店見込の資産グ

ループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（ 千円）として特別損失に計上

しております。 

 なお、当該資産の回収可能価額は使用価値によっており

ますが、将来キャッシュ・フローが見込まれないことか

ら、帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。

  

用途 種類 場所 件数 金額 

営業店舗 建物他  大阪府他  ２件 千円32,055

32,055

※３．災害による損失 

 東日本大震災による棚卸資産廃棄損、固定資産除却損の

見込み額及び休業期間中の固定費などの損失額でありま

す。 

─────── 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年８月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年３月１日 
至 平成24年８月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成23年８月31日現在）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成24年８月31日現在）

  

現金及び預金勘定 10,554,505千円

預金期間が３ヶ月を超える定期預

金及び定期積金 
△5,202,142千円

現金及び現金同等物 5,352,363千円

現金及び預金勘定 9,346,398千円

預金期間が３ヶ月を超える定期預

金及び定期積金 
△3,002,061千円

有価証券勘定（満期日が３ヶ月以

内に到来する譲渡性預金） 
1,500,000千円

現金及び現金同等物 7,844,337千円



Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成23年３月１日 至 平成23年８月31日） 

配当金支払額 

（注）平成23年５月30日定時株主総会決議の配当金の総額には、株式会社三井住友銀行（カッパ・クリエイト従

業員持株会信託口）（以下「信託口」という）に対する配当金14,668千円を含めておりません。これは、平成21

年10月に実施した信託口への自己株式の処分について、会計処理上、当社と信託口が一体のものであると認識

し、信託口が所有する当社株式を自己株式として計上しているためであります。  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成24年３月１日 至 平成24年８月31日） 

配当金支払額     

（注）平成24年５月29日定時株主総会決議の配当金の総額には、株式会社三井住友銀行（カッパ・クリエイト従

業員持株会信託口）（以下「信託口」という）に対する配当金12,756千円を含めておりません。これは、平成21

年10月に実施した信託口への自己株式の処分について、会計処理上、当社と信託口が一体のものであると認識

し、信託口が所有する当社株式を自己株式として計上しているためであります。  

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり配

当額（円） 
基準日 効力発生日 配当金の原資

平成23年５月30

日定時株主総会 
普通株式  474,958  25 平成23年２月28日  平成23年５月31日  利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり配

当額（円） 
基準日 効力発生日 配当金の原資

平成24年５月29

日定時株主総会 
普通株式  476,870  25 平成24年２月29日  平成24年５月30日  利益剰余金 



Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成23年３月１日 至平成23年８月31日）  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

                                 （単位：千円） 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）  

                         （単位：千円） 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

（固定資産に係る重要な減損損失）  

 「回転寿司」セグメントにおいて、閉店見込の資産グループ及び将来における具体的な使用計画がな

いものについて、減損損失を認識いたしました。なお、当該減損損失の当第２四半期連結累計期間にお

ける計上額は168,020千円であります。 

（のれんの金額の重要な変動）  

 該当事項はありません。 

（重要な負ののれん発生益）  

 該当事項はありません。  

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成24年３月１日 至平成24年８月31日）  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

                                 （単位：千円） 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  回転寿司 ベンダー 合計 

売上高 

 外部顧客への売上高 

 セグメント間の内部売上高又 

 は振替高  

  

－

   

41,917,119

  

－

  

5,579,965

  

 

－ 

  

47,497,084

計 41,917,119 5,579,965  47,497,084

セグメント利益 2,761,379 35,852  2,797,231

利益  金額  

 報告セグメント計 2,797,231

 のれんの償却額   △7,149

 四半期連結損益計算書の経常利益  2,790,081

  回転寿司 ベンダー 合計 

売上高 

 外部顧客への売上高 

 セグメント間の内部売上高又 

 は振替高  

  

   

43,206,057

－

  

  

5,916,134

－

  

 

 

  

49,122,191

－

計 43,206,056 5,916,134  49,122,191

セグメント利益 1,848,510 228,106  2,076,616



２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）  

                         （単位：千円） 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

（固定資産に係る重要な減損損失）  

 「回転寿司」セグメントにおいて、閉店見込の資産グループ及び将来における具体的な使用計画がな

いものについて、減損損失を認識いたしました。なお、当該減損損失の当第２四半期連結累計期間にお

ける計上額は32,055千円であります。 

（のれんの金額の重要な変動）  

 該当事項はありません。 

（重要な負ののれん発生益）  

 該当事項はありません。  

  

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。  

利益  金額  

 報告セグメント計 2,076,616

 のれんの償却額   △7,149

 四半期連結損益計算書の経常利益  2,069,467

（１株当たり情報）

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年３月１日 
至 平成23年８月31日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年３月１日 
至 平成24年８月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円07銭 91 円 銭 44 86

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  1,731,721  856,420

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  1,731,721  856,420

普通株式の期中平均株式数（千株）  19,015  19,090

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

─────── ─────── 



  当第２四半期連結会計期間(自  平成24年６月１日  至  平成24年８月31日) 

  

 該当事項はありません。 

  

（重要な後発事象）

（吸収分割契約による持株会社制への移行） 
 当社は、平成24年４月４日開催の取締役会において、当社を分割会社とする会社分割を行い、当社の100％子会社
であるＫＧアセット・マネジメント株式会社（平成24年９月１日付で「カッパ・クリエイト株式会社」に商号変更。
以下、「承継会社」といいます。）に当社の事業を承継させることを決議し、同日付で締結した吸収分割契約に基づ
き、平成24年９月１日付で当社の事業を承継会社に承継いたしました。 
 これに伴い、当社は平成24年９月１日付で「カッパ・クリエイトホールディングス株式会社」に商号変更し、持株
会社へ移行いたしました。 
  
１．吸収分割の対象となった事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を
含む取引の概要 

（1）対象となった事業の内容 
国内回転寿司の店舗運営事業 

（2）企業結合日 
平成24年９月１日 

（3）企業結合の法的形式 
当社を分割会社とし、当社の100％子会社であるカッパ・クリエイト株式会社を承継会社とする吸収分割 

（4）結合後企業の名称 
分割会社：カッパ・クリエイトホールディングス株式会社  
承継会社：カッパ・クリエイト株式会社 

（5）取引の目的を含む取引の概要 
近年当社を取り巻く経営環境は、主軸の日本国内回転寿司事業においては、外食業界における低価格競争

と同業他社との熾烈な市場競争など大変厳しい状況が続いております。そうした中、海外回転寿司事業にお
ける韓国出店計画は順調に推移し、またコンビニエンスストア向けの寿司・調理パンの製造、販売を目的と
したベンダー事業につきましても着実に販路の拡大が進み、本格参入が実現化しつつあり、それぞれ新たな
事業の柱として成長への期待が高まってまいりました。 
このような状況下で、当社グループ内のガバナンス体制を構築しつつ、各事業の権限と責任を明確にして

まいりました。今後は、各事業の成長戦略による積極的な展開を見据え、経営資源の適切な配分と経営イン
フラの整備、従業員の教育体系・評価制度の構築、グループ全体における間接部門の共有・効率化により、
更なる経営基盤の強化、企業価値の最大化と永続的な発展を目指し、持株会社制へ移行することといたしま
した。 
   

２．実施した会計処理の概要 
  「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号  平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分
離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号  平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取
引として処理しております。 

２【その他】



 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】



 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているカッパ・クリエ
イトホールディングス株式会社（旧会社名 カッパ・クリエイト株式会社）の平成24年３月１日から平成25年２月28日ま
での連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年６月１日から平成24年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期
間（平成24年３月１日から平成24年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半
期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビュー
を行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。 
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、カッパ・クリエイトホールディングス株式会社（旧会社名 カッパ・
クリエイト株式会社）及び連結子会社の平成24年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累
計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において
認められなかった。 
  
強調事項 
 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成24年９月１日付で会社分割により持株会社へ移行した。 
 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 
  
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年10月12日

カッパ・クリエイトホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 山本 美晃  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 森田 亨  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 貝塚 真聡  印 

  
（注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管しております。 
   ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。  


